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１．問題意識 
 全ての団塊の世代が後期高齢者、すなわち 75歳となる 2025年まで 10年を切った今、国家は強い
危機意識をもって、多様な主体が参画して多様なサービスを充実させて、「地域の支え合い体制づく
り」を推進し、共生社会をつくることをわれわれに要請している。支え合うことは不可避でありまた
それは地域の実情に応じたものでなければならない、とされる。しかしながら、それが要請される今
という時代は非人称の連帯としての社会保障の後退と、地域コミュニティで行われてきた人称的な連
帯の脆弱化がパラレルに作動して、福祉国家は機能不全を起こし、その再編を余儀なくさせる時代で
もある。支え合うことが不可避だとしても、これまでとは異なる思想と実践手法で、支え合いを機能
させ、持続可能な地域コミュニティにしていかなければ、福祉国家としての社会の明日はない。 
では、支え合いで支える社会は、いかなる思想に依拠したいかなるものであればいいのか。本研究
は、この命題を探るものである。制度や施策、支え合いを機能させるためのしくみやシステムについ
ては既に議論ははじまっている。しかしながら、実践を支えるための考え方、思想の議論はほとんど
行われていないと言ってよい。筆者はこのことに強い危機感と問題意識を持っている。曲がりなりに
も成立してきた福祉国家日本の、その基盤が大きく揺らいでいるのである。 
上記の問題意識をやや詳細に説明すると以下のようになる。第 2次大戦後の経済発展と共に、安定
した社会がもたらされた日本においては、人びとは経済的にも精神的にも余裕をもって、自分がそこ
に身を置く家族や地域コミュニティのための活動に見返りを求めずにコミットしてきた。このような
人びとのかかわりが、経済力をつけた国家の末端に組み込まれて福祉国家としての日本が形作られて
きたのだといえる。しかしながら、グローバリゼーションの荒波が社会を覆い、足元では急激な高齢
化に伴うさまざまな社会課題が噴出する今、福祉国家日本を再編するには、ナイーブに、人びとに、
地域コミュニティへのコミットを要請するだけでは不十分であり、支え合いの必要性を思想にまで踏
み込んで検討しなければならないのではないか。これが、支え合いの思想を探るという本研究の問題
意識である。 
 
２．研究手法 
社会的に連帯することに人びとが心から納得してかかわるには、機能的な欠落を埋めるジグソーパ
ズルのピースのような存在としてではなく、人と人とが深いところでつながることが必然であると思
えるような状況を作っていかなければならない。そしてそのような深いつながりを作るためには思想
や哲学の力が必要である。それが社会のため、社会の持続可能性のためだとすると、求められるのは
公共の哲学としての公共哲学だろう。本研究においては、公共哲学、その中でも特にコミュニタリア
ニズムという思想の力を借りて、人びとが、私たちが、支え合うことが、規範的に説明されうること
を、規範理論からだけでなく、支え合いが行われている地域コミュニティの「居場所」における実践
からも探索し、明らかにする。 
上で述べた通り、本研究では思想研究と実証研究両方のアプローチを用いて地域コミュニティの支
え合いを議論する。 
 
３．主張と仮説 
思想的な主張として提示することは、支え合いを機能させるためには「他者へのケア」という次元
を含んだ「他者を思いやる徳＝市民的徳性」（山脇 2008）が何らかのかたちで人びとの間に自覚され
ていることが必要であり、そのような「他者を思いやる徳」を自覚した人びとが自ら選択的に信頼に
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基づいた関係を構築して家族や親族ではない「親密圏」を形作ることで、地縁、血縁には依拠しない
が顔の見える緩い連帯、すなわちオルタナティブな人称的連帯を構築することが可能になるのではな
いか、ということである。 
言説分析から抽出された、いささか抽象的な、規範理論としてのこの主張を実証研究において仮説
として設定し、具体的な実践事例によって検証する。すなわち、オルタナティブな支え合いの実践事
例を質的に調査にすることによって得たエビデンスによって仮説を検証し、さらにはそれが思想、理
念によって説明されうるものであることを示した。 
主張を論証し、仮説を検証することで明らかにしたかったことは、見知らぬ人びとの間の連帯（す
なわち非人称の連帯）である社会保障制度の持つ「公共性」がゆらぐ今日、その公共性を、オルタナ
ティブな「親密圏」における「他者へのケア」を自覚した人びとによる実践としての「支え合い」で
紡ぎだしていくことが可能だし、避けられないということである。このことを、さまざまな思想家の
議論と先行研究の言説分析、ならびに優れた実践が示すエビデンスとによって検証し、支え合いを支
える思想としての規範理論は福祉国家が依拠してきたリベラリズムに代わるものでなければならない
ことを明らかにし、それが「市民的徳性」としてのケアを擁護する可能性を持つコミュニタリアニズ
ムであることの妥当性を導出した。 
 
４．補完的な命題 
以上の議論を補完するものとして、本研究において避けては通れないと考えたのが、人びとの支え
合いとボランティア活動との異同についての議論を行うことである。批判や忌避はありながらも、こ
れまで地域コミュニティを支えてきたのはボランティアだからである。地域コミュニティにおける住
民参加の支え合いの多くは、無償で、地域のために、基本的には自発的に行われており、それは、一
般的には「ボランティア」だと認識されている。しかしながら、サービスプロバイダーとしてのボラ
ンティアは、さまざまな形で転機を迎えており、そのあり方の見直しが迫られている。 
本研究では、「贈与のパラドックス」解決の努力の果ての「ボランティアの終焉」を言説のメタ分
析によって明らかにした社会学者仁平典宏のボランティア論に基本的には依拠しつつ（仁平 2011）、
言説のみならず、実践の場においても、ボランティアにこれまでと同様の機能を期待することが困難
になりつつあることを示し、「ボランティアの終焉」後の対応が不可避であることを論じる。 
 
５．研究結果 
 研究結果は大きく 3部に分けて構成した。 
第 1部 
第 1部では本研究全体の背景となる「支え合い」が要請される社会の状況を明らかにした。明らか
にしたことは「福祉国家の危機」の質が変わってきており、今日的な危機は、家族、雇用、地域が担
ってきた社会的な紐帯の綻びが修復不可能なレベルになったことからもたらされたということであ
る。すなわち社会的連帯としての人称、非人称、両方の連帯が後退局面にあり、再編が要請されてい
るということが示唆された。人称的な連帯の再編をめぐっては、家族に限定しない関係性に依拠して
再編された親密圏の構想に可能性がある。このようなオルタナティブな親密圏の構想は、人称的な連
帯を再編するときの思想的枠組みとして採用しうるものである。ただし、本研究で依拠したポストモ
ダンの論者たちによる親密圏再編の議論はまだ構想の域を出るものではなく、依拠する規範理論につ
いて議論を重ねる必要がある。 
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第 1章では、福祉国家の危機が変容してきた状況を探り、社会保障提供機能が後退、ないしは制度に
よっては機能不全を起こしていることを明らかにし、社会保障制度が依拠してきた社会的連帯を根本的
に見直さなければ、新しい社会的リスクに対応できないことを示した。その上で社会的連帯の再編に向
けては、非人称の連帯の後退に注意を払いつつも、人称的な連帯を再編することが必要であることを論
じた。第 1章の議論で明らかになったことは、家族・企業・地域の社会保障提供機能の脆弱化、新しい
社会的リスクへの対応の困難性によって、福祉国家は新たな危機とも呼びうる状況にあり、再編が求め
られているということである。また、その再編が喫緊の課題となる背景には、われわれの社会で起こっ
ている社会的連帯の著しい後退があることが言説分析から確認された。いうまでもなく、今後検討して
いかなければならないことは、社会的連帯を再編することで、福祉国家の機能をも再考していくことで
ある。 
社会的連帯の再編に向けて、検討すべきことは、非人称の連帯の後退に注意を払いつつも、人称的
な連帯を再編することである。齋藤の指摘するように、非人称の連帯の人格化がすさまじい勢いで起
こり、排除が社会に広がっているのだとしたら、顔の見える関係をつなげながら人称的な連帯を再編
することで、社会の安定をつくることが避けられないといえよう 
 
第 2章では、親密圏という構想によって、人称的な連帯を再編することが可能なのかどうかを議論し
た。すなわち、血縁や地縁に依拠する従来の親密圏によっては人称的な連帯を再編することが困難な状
況を明らかにし、オルタナティブな親密圏という近さの再編による連帯によって、支え合いの場が形作
られる可能性があることを提示した。第 2章で検討してきた親密圏の構想は、人と人との関係性におけ
る「近さ」の再編を支える可能性を有し、人称的な連帯を再編するときの思想的枠組みとして採用しう
るものであるといえよう。ただし、家族や親族ではなく、アソシエーションとしての NPO やボランテ
ィアグループの市民でもない誰が親密圏を構成するのかについては、現時点での親密圏構想においては
必ずしも明らかではない。親密圏という構想によって人称的な連帯を再編することは福祉国家の機能不
全への対応として避けられないとしても、家族や親族を超え、しかしながらアソシエーションの市民よ
りは近しい関係である「親密圏の他者」をどのように規定するかが課題として残る。経験的に言えるこ
とは、支える、支えられる関係がボーダーレスな、脱―領域化した居場所における人びとの関係性、つ
まりボーダーレスな居場所で構築されている人と人との関係性というものが、近さ再編の不可欠な要素
となるのではないか、ということである。 
ポストモダンの論者たちによる親密圏の再編の議論は、まだ構想の域を出るものではない。そこに限
界があるともいえよう。すなわち、第 1 章で明らかにしたように、20 世紀型福祉国家が依存してきた家
族・地域・企業による社会保障が機能不全をおこすと同時に福祉国家の基盤としての社会的連帯が著し
く後退していることを考えると、親密圏の再編という枠組みに依拠して、支え合いという具体的な方策
を構築しつつ、オルタナティブな形で社会的連帯の再編を志向することは、とるべき 1 つの方向ではあ
る。ただし、親密圏の再解釈による支え合いの構想はまだ具体的なものではなく、社会の中で十分に合
意が得られているはいえないと考えるからである。加えて、ポストモダンの議論に限界があることは確
かだとしても、では、オルタナティブな親密圏という構想が依拠することのできる規範理論がどのよう
なものなのかは本章の検討からは明らかにはなっていない。ただ、昨今の社会保障後退の局面で、家族
や市民への過度の期待が散見される状況を鑑みるとき、そのどちらでもない親密圏という構想を枠組み
として取り入れることは妥当なアプローチだと思われる。 
さらには、地域コミュニティのオルタナティブな親密圏において、これまでにない関係性の中で人と
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人とが緩やかにつながりながら、居場所を見出していくことが可能だとしたら、それは、やや抽象度の
高い親密圏の議論が実践につながる可能性を示すものとして本研究の問いへの示唆にはなる。換言すれ
ば、人称的な連帯を再編していく可能性を親密圏の議論から探ることは妥当なアプローチだと思われる。 
とはいえ、人称的な連帯の再編は、非人称的な連帯としての社会保障の後退を防ぐ手立てとパラレ
ルに検討すべきことであることを忘れてはならないだろう。 
 
第 2部 
第 2部では、「支え合う」ために必要な構成要素である「ボランティア」「市民社会」「参加」に
ついて論じた。 
第 3 章においては、実態としてのボランティアが終焉しようとしている現象そのものを議論すると共
に、言説においても市民社会における主要なプレーヤーがボランティアから NPO にシフトし、ボラン
ティアが終焉のときを迎えていることを明らかにしてきた。「ボランティアはどのように主要なプレー
ヤーの位置を明け渡したのか。」という問いに対して、第 3 章で検討の対象とした仁平は「贈与のパラ
ドックス」と「社会の民主化要件」という枠組みを用いて「ボランティア」という市民社会のプレーヤ
ーがパラドックス処理の果ての「交換」への接近により、主役の座を降り、代わって NPO が参加型市
民社会の主役の地位を得るようになった、という論理構成で説明する。そして、「政治」「運動」を忌避
せずに「贈与のパラドックス」を処理せよ、あるいは動員モデル論者の批判にひるむことなく、あえて
「贈与のパラドックス」を引き受けよ、という態度をわれわれに要請する。われわれがこのような結論
から得ることのできる含意は、動員モデル論者からの批判をかわすために「政治」や「運動」を志向す
ることが求められるのではなく「贈与のパラドックス」を脱政治で処理してきたことが「ボランティア」
の終わりにつながったのだから、「政治」「運動」を見失ってはいけない、というシンプルなものである。 
仁平が要請する態度とは、動員の問題に踏み込み、動員論者たちの批判をかわすことである。そして、
ネオリベラリズムに回収されないパラドックス処理の具体的な提案が示される。例えば参加所得のしく
みを採用することや、ボランティアが権利の限界領域を支える活動を通して非権利領域を権利領域に移
行させていくことにつとめ、そのことによって援助者と被援助者の関係を、時間をかけて非対称から対
称に変えていくこと等がその提案である。極めて具体的な提案は、そうせざるを得なかったのだろうが、
精緻な議論の積み重ねからの一種の飛躍であり、上でも述べたように、唐突な印象を受ける。われわれ
に「贈与」と「政治」の接続（仁平 2011:437）を要請するのであれば、具体的な態度の要請だけでなく、
その「政治」や「運動」がどのようなものであるべきなのかを示すべきではないだろうか。 
ボランティアにコミットする人の態度の踏み込むこと、すなわちボランティアの実態／実体を射程に
入れることを求めるのであれば、地域社会における市民の支えあいのあり方の検討が喫緊の課題となっ
ている今日、参加型の市民社会が依拠する規範や思想を考えることは不可避であろう。そしてその依拠
する規範がネオリベラリズムでないことはこれまでの議論から明らかになっている。  
では、何であればよいのか。本研究においてはそれを引き取って、参加型の市民社会を支える規範や
思想について検討することにすることとしたい。 
徹底的にボランティアの「ある論」を論じてきたこの仁平の論考を引き継ぐ議論は、公共哲学の枠
組みで行なうことが妥当だとは言えないだろうか。仁平のいう「政治」「運動」「社会」を忌避しない
ことの重要性を踏まえつつ、仁平が「交換の輪を閉じない」として終えた論考を、公共哲学というオ
ルタナティブな枠組みで継続させていくことは、規範論か方法論のどちらかに偏りがちな（参加型）
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市民社会やボランティアをめぐる議論の質を高めるために、とり得るアプローチの１つであると思わ
れる。 
 
第 4 章では、歴史を遡り、また現在の言説空間を探索し、市民社会概念を明らかにすると共に、この
概念のかかえる両義性について、特にネガティブな評価を受けることになる特性について分析した。一
方で、1980 年代末期の東欧革命以降、国家や経済とは異なった論理で動く市民社会という存在が再発
見され、期待が高まったのと同時に、他方で特に、ポストモダンの論者たちは、その中身を吟味するこ
となく市民社会を称揚するだけでは、市場第一のネオリベラリズムのメカニズムに呑み込まれて、市民
社会を形作るアクターとしての市民はそれと気づかないままに搾取されてしまうことを危惧して、市民
社会構築のナイーブな目的化に警鐘を鳴らしてきた。このように、期待と警戒が同居するのが市民社会
論をめぐる両義的な評価なのである。 
このような市民社会をセクターとして構築することは、米国標準の価値観においてはめざすべきゴー
ルであり、国家や経済から干渉されず、独立したセクターとして社会づくりや経済運営に貢献すること
が評価に値することだと考えられてきた。しかしながら、エヴァ―スらヨーロッパの論者たちがその米
国標準に異議を唱え、市民社会をセクターとしてではなく、媒介者として捉えること、国家、市場と市
民社会は相互に依存すること、そしてそれぞれの領域との境界は曖昧、というヨーロッパ的市民社会理
解が必要であることを提示している。このことは、黎明期を抜けたわが国の市民活動関係者に市民社会
のあり方の再考を迫るものとして、一定の評価につながっている。 
市民社会は一方で理想であり、他方ではそれがなければグローバル化し、少子高齢化が進む社会の課
題が解決できないとされる、不可欠な社会のステージとして認識されるものになったのである。第 4 章
で明らかにしたかったのは、その際の市民社会の「べき論」であった。グローバル化する社会において、
求められるのはどのような市民社会なのか。キーン、ウォルツアーという思想家の言説を探索する中で
見えてきたことは、市民社会とは関係性のネットワークによって構築されており、市場は排除されるべ
きではないということ、そして国家とは積極的であれ消極的であれ、相互に依存し（キーン）、あるいは
連携する存在（ウォルツアー）であるということである。もとより二人の市民社会論は同じものではな
い。国家の捉え方をめぐってはむしろ相違点が多いかもしれない。ただし、国家や政府に介入されるこ
とを嫌い、市場に取り込まれることを嫌い、セクターとしての独立を掲げる米国発の市民社会論を採用
しない点、市民社会の確立を民主主義の成熟と捉える点については近似していた。 
成熟した社会においては、市民社会もまた成熟したものであることが求められよう。経済と政治から
の介入に懐疑的になり、セクターとしての独立を確保することは、市民社会黎明期においては不可避で
あったかもしれないが、グローバリゼーションと対峙し、時にはそれを懐柔することが否応なしに求め
られる現在、経済活動、政治活動の場と関係性のネットワークを構築する市民社会であることもまた求
められるのではないだろうか。このように考えたとき、本章で確認してきたように市民社会に対する期
待と評価の過剰と過少をもっとバランスのとれたものにすると共に一面的なトクヴィル信仰から脱し
て、改めて民主主義を標榜する国家における市民社会のあり方を検討することが必要となる。 
 
第 5 章では、市民による地域コミュニティの課題への参加のあり方とデモクラシーとが接合できるか
をバーバーのデモクラシー論の力を借りて探った。バーバーだけでなく、昨今の政治思想の論者は現代
社会の不確実性への強い危機感を持って現実世界との接点を探ろうと模索している。さまざまな社会課
題と民主主義との接点を探り、現実の社会の危機と立ち向かう方策を考えることは本研究の議論の方向
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性を示唆するものである。 
例えば、齋藤は、自立のための生活基盤を築くことが不可能な人々が急増していることに懸念を示し、
このような状況が放置されるならば、中流下層の人びとの中に不満が堆積し、それがより下位の階層に
向けての反社会的な行動となり、社会を不安定化することを危惧すると共に、それが社会の脱―統合化、
分断につながっていると警告し、（齋藤 2008：136-9）。田村も同様に社会の分断に強い危機を抱き、「制
度の他者」としての脱社会的存在を民主主義によって「社会的存在」や「非社会的存在」に変容させる
ことができるかは、民主主義に突き付けられた課題だと認識し、非制度的な熟議民主主義によって、か
ろうじてわれわれは脱社会的存在と社会との間に最小限の接点を見出すことはできるのみだと論じて
いる（田村 2008：24-8）。また、宇野は、一人ひとりが「私」意識を強く持って、他人とは違う自分ら
しさを追求する現代におけるデモクラシーのあり方を探求する著書の中で、リスペクトを配分されない、
すなわち「私」を他者に承認されてもらいたいのに、そうされていないことの不満を抱く人々が社会に
堆積していることなど、「私」をとりまく現代社会の問題をとりあげ、デモクラシーに何ができるかを論
じている（宇野 2010：157-8）。 
以上のような政治思想の論者の認識は、課題と向き合い、支援の実践を行っている地域福祉の現場か
ら危機対応のメッセージが伝わってこないことへの苛立ちから生み出されたものであるように思われ
る。政治思想の側が、社会の危機的状況への処方箋を示そうとしている中で、地域福祉を研究する立場
から、その処方箋をいかに用いることができるのかを検討してきたのが第 5 章の議論であった。処方箋
を用いること、すなわち参加に政治を注入することの可能性があることが、議論においてある程度は確
かめられた。福祉現場に接合できる政治的な参加の議論を抽出することは容易なことではない。しかし
ながら、地域コミュニティにおける支え合いには市民参加が不可欠なことを踏まえると、直接的な参加
をそのスタイルに持つ参加型デモクラシーの研究から共通の言語を見つけ出し、そこから接合のポイン
トを探ることは妥当なアプローチだと筆者は考える。地域社会がかかえる福祉課題をいかに解決してい
くかを考えると、実践理論やスキルを論じるだけでは、解決できない多くの対立軸が残されたままにな
る。そこに政治理論の持つ価値や思想を注入し、形だけの「社会参加」ではなく、思想、価値を踏まえ
た参加をデザインし、その先に支え合いのシステムやしくみを構築することは、理念と現実とをつなぐ
公共哲学的アプローチだともいえるだろう。しかしながら、バーバーのデモクラシー論には思想的な背
景が乏しいという難点がある。「政治的話し合い」「公共的決定」「共同作業」によってめざすのは「共同
の意識の醸成」すなわち「公共善」だとされる。しかしながら、参加する人びとに要請される価値につ
いては、「自らの価値を公共善として再構築すること」以上の説明はなされていない。そこで、「ボラン
ティアの終焉論」後の社会における、具体的な支え合いはどのような哲学、すなわち思想、価値から要
請されるものなのかをめぐる議論を行うことが要請される。 
 
第 3部 
第 3 部では、支え合うことそのものにフォーカスして、その思想と実践を明らかにした。支え合うた
めの規範についての検討の結果、コミュニタリアニズムを採用しうることが提示できた。すなわちコミ
ュニタリアニズムを規範とした支え合いが可能であることが、サンデル、ウォルツァー、ジョーダンの
議論によって明らかになった。加えてコミュニタリアニズムに依拠して、改めて地域コミュニティにお
ける政治について考える必要があることを確認できた。政治的に意味のある参加への回路が開かれるか
ら、コミュニタリアニズムの視座から支え合いを問うことが重要である。 
第 6 章においては、以上３人のコミュニタリアンの「福祉論」を概観してきた。ジョーダンは福祉の
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専門家であるが、サンデルとウォルツァーはそうではない。しかしながら、3 人は、行き過ぎた経済偏
重の社会の価値観を変え、政治を取り戻すことをめざす点では驚くほど近似した議論を展開していた。
政治を取り戻すことは、政治への市民の積極的な参加を求めることといえる。その場合の参加とは、ア
ーンスタイン（Arnstein, S）の「参加の梯子」モデルで考えれば、理想とされる「市民の力」が発揮さ
れるレベルとしての「協働（Partnership）」「権限の委任(Delegated Power)」「市民による管理(Citizen 
Control)」 [Arnstein, 1969]でなければならないはずである。「あり方報告書」が提示するニーズへの対
応としての支え合いについても、意思決定へのコミットが可能な設計であることが要請されるべきであ
ろう。それは、市民が政治的にかかわることを求めていることに他ならない。 
 結局、コミュニタリアニズムに依拠して支え合いを問うとは政治的な視点を持ち込むことをわれわ
れに要請するものであることが、明らかになった。政治を取り戻すこととは、プロの政治家が議会政治
を行うことではないはずである。コミュニタリアンの想定することは、市民が自らの手で政治に参加す
ることである。これは、バーバーのストロング・デモクラシーの議論に通じるものである。3 人の論者
はバーバーのようには具体的な方策を示していないが、3 人の議論を通じて、コミュニタリアニズムに
依拠して、われわれは古くて新しい課題として、改めてコミュニティにおける政治について考えてみる
必要があることを確認することができた。 
 政治的に意味のある参加への回路が開かれるから、コミュニタリアニズムの視座から支え合いを問
うことが重要だと言える。これが第 6 章の議論が導出した命題への応答である。支え合いが、これまで
の経済優先の価値観に依拠して要請されるなら、それは自明ではない。しかしながら、コミュニタリア
ニズムの視角から、政治的な関わりを含めた支え合いの再編への要請として提出されるなら、それは検
討に値すると考えられる。当たり前すぎるこの結論は拍子抜けするものであるかもしれない。しかし、
コミュニティに政治への参加の回路を形作ることの必要性は、これまで規範的に示されることは少なか
ったのではないだろうか。それを明示してくれるものとして、コミュニタリアニズムの思想を検討する
ことに意味があることが本章での議論から確かに示唆されたといえる。 
 
次に求められるのは、具体的な他者に人びとが相互に応答しあう、その方策やその際に必要となる
理念である。そこで、第 7 章では、他者に応答するという意味での「責任の倫理」を内包する「ケア
の倫理」について、フェミニズムならびに政治思想の言説を分析し、「支え合いのための規範としての
ケア倫理とはいかなるものであるべきか」という問いへの応答を探った。明らかになったことは、支
え合いを支えるケア倫理は、公私二元論に回収されうるロールズ的リベラリズムに依拠せずとも成り
立つということである。取り上げたケア論者たちの議論の本質まで踏み込んで捉えてみると、コミュ
ニタリアニズムとケアの倫理には確かに響き合う部分があることが確認できた。ケア論者の議論か
ら、特殊具体的な他者の状況にフォーカスするケアは、「個人は状況や環境の中に存在してその重荷を
負う」というサンデルの「負荷ある自己」の議論に依拠することの可能性が見出せることが明らかに
なった。筆者はコミュニティにおける支え合いを支える規範としてのコミュニタリアニズムに可能性
を見出す立場であるから、ケアの倫理とコミュニタリアニズムとに親和性があることを支持したい。
ただしここまで述べてきたとおり、ケア倫理とコミュニタリアニズムの親和性を議論する論考は少な
く、むしろ、伝統的・保守的なコミュニタリアニズムは、ケアを私事化する志向を強化するとの議論
のほうが趨勢を占めることは了解しておかねばならない。特にラディカル・フェミニズムの論者たち
にはコミュニタリアニズムは支持されない。したがって、ナイーブにコミュニタリアニズムをケア倫
理の機軸として提示するのではなく、コミュニタリアンの議論を丁寧に読み解きながら、コミュニタ
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リアニズムにケア倫理をサポートする思想が含まれるという議論を積み重ねていくことが必要であ
る。 
 
第 8 章では、求められる人称的な連帯は誰が、どのような形で構築していくべきなのかについて、
「居場所」に着目して実証的な分析を行った。「居場所」は近年、そのオルタナティブな機能に注目が
集まっている概念であるが、本章においては居場所づくりの先駆的な実践を行っている実践当事者へ
のインタビュー調査と当該場所での非参与観察に基づいてケース・スタディを行い、人と人とが支え
合って作る地域の福祉のあり方を検討した。その結果、「支え合い」を体現する居場所づくりの実践
が、地縁や血縁に依らない人称的な連帯を創り出し、それが結果としてオルタナティブな親密圏（近
さ）の再編につながり、その親密圏では「共通善」や「市民的徳性＝他者へのケア」という規範を生
み出しているのではないか、という理論的仮説を検証することが、ある程度はできたといえる。「ある
程度は」という留保をつけざるを得ないのは、今回取り上げた事例がわずかであることと、「徳性」
「共通善」という規範が人びとの言動にどのように現れているのかを明確に示すことは非常に困難だ
と思われるからである。しかしながら、毎日通う居場所がファーストプレイスであったり、地縁や血
縁には頼れない人びとにとっては、居場所においてケアする関係性を構築して、その「おなじみの関
係」の中で支え合うことが必要不可欠なものとなっていることは確かに看取されたと考える。その関
係性を加速させるのは、専門性を有するスタッフの働きかけであるかもしれないが、そこで生まれる
徳性や共通善はスタッフだけが作り出せるものではなく、その場を共有する人びとが作り出していた
ものであった。家族ではないが、おなじみの関係にある人びとの間に生じているものは、ケアする関
係性の中で生まれる徳や共通善ではないかと筆者は考える。居場所の参加者が主体となって語られた
「物語」もまた、聞く者との関係性の中に徳を生じさせるものだったと思われる。 
新たな 2点の特性が顕在化した。その特性は、オルタナティブな親密圏としての居場所の設立者は「境
界にいる人（境界人）」である、という点と、居場所はインフォーマル性と公共性を併せ持つという点で
ある。「境界人」がスタッフと共に意図的なしかけをすることで、居場所がこれまでにない意味を持ち、
利用者とスタッフとのボーダーレスな関係性が構築されるのではないか、というこの「マージナル・パ
ーソン」の現象は居場所をめぐる新たな仮説ともいえる。その仮説を追加的な調査によって確かめるこ
とはできた。 
 
6．残された課題 
本研究を通じ、非人称の連帯である社会保障制度の持つ「公共性」がゆらぐ今日、その公共性を、オ
ルタナティブな「親密圏」における「他者へのケア」を自覚した人びとによる実践としての「支え合い」
で紡ぎだしていくことの可能性は確かめられたといえる。加えて「ボランティア終焉」後の支え合いを
機能させるには、「ウチ」すなわち、もともとその地域に生まれ育った人びとと「ソト」すなわち、居場
所に地域コミュニティの外からやってきた人びとをつなぐ存在としての「境界人＝マージナル・パーソ
ンが鍵となる」という新たな仮説を得ることができたという収穫があった。今後も居場所の調査を継続
させながら、この新たな仮説を検証していかなければならない。 
そして、その支え合いを支える規範としてコミュニタリアニズムが適合的であることが、ある程度は
確かめられたと考える。とはいえ分析した言説の範囲は狭く、限定的である。今後もコミュニタリアニ
ズムと地域福祉の思想との関係性を探っていく必要がある。議論の中で繰り返し言及した通り、コミュ
ニタリアニズムは正しく理解がされないまま、特定の論者の特定の議論だけを踏まえて、保守的伝統的
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な共同体論であることへの警戒感や、ネオリベラリズムに容易に回収されてしまうことへの批判が示さ
れている。この研究を出発点として、徳性と共通善を内包するコミュニタリアニズムを、地域の支え合
いのあり方を支える規範としてどのように再編していけばよいのか、その手法を実践の場と往復をしな
がら開発すると共に、具体的な議論を積み重ねていきたい。コミュニタリアンの誰のどのような言説に
われわれは依拠すべきなのかを、丁寧な規範理論研究として行っていく必要がある。地域の時代の福祉
のあり方を論じるアリーナにおいては、コミュニタリアニズムが普遍的な規範としてもっと普通に議論
されなければならないはずである。 
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